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大阪府咲洲庁舎の耐震改修についてのメモ
東日本大震災における大振幅応答について
1） M9.0の超巨大地震の割には6.5秒成分の震源からの放出は少なめ
2） 速度応答は、基盤位置では震源域から距離rと共に1/rで減衰。仙台と比べ1/5程度の揺れ
3） 応答変位137cmの主たる原因は、地盤の卓越周期と建物固有周期の一致（ほぼ6.5秒）
（周期は高さで、地盤は厚さ決まる。最悪の組み合わせの建物高さと地盤）
4） 盆地構造の堆積地盤による揺れの増幅・伸長と、微少な建物減衰よる揺れの増幅・伸長
問題点
1） やや長周期域の地盤卓越周期に対する配慮の不足（元設計では考慮されず）
2） 地盤の常時微動周期と地震時周期の違い
：地震時の周期の方が長い⇒伝播の影響・非線形？
3） 地盤の増幅度の解析値と観測値の違い　
：観測値の増幅度の方が大きい⇒盆地構造？
（地盤で5%pSvの増幅が計算値では4倍程度、観測値は6~8倍）
4） 建物固有周期の解析値と観測値の違い　：観測値の方が長周期⇒建物（地盤×）モデルの問題？
5） 減衰の評価　　　　　　　　　　　　　：建物減衰は1%程度。元設計より小さい
6） 結果として解析値は応答を過小評価している可能性も。
7） 従来の地震動や地震応答解析は上記に関する再検討が必要と思われる。再検討には相応の時間が必要。
南海トラフ巨大地震での地震応答について
1) 震源からの6.5秒成分の放出が同程度で収まるか？　（Mの大小の問題ではない）
2) 震源域からの距離は1/5程度。単純に考えれば、揺れは5倍に増幅。幅を考えれば10倍もあり得る。
3) 制震補強後の変形角1/70は通常の超高層ビルの設計クライテリア（1/100）を大きく上回る。
耐震改修の方法について
1) 制震補強：共振は不可避。応答低減効果は30%程度。曲げ変形が卓越する場合には補強効果は少ない。設計目標をクリアできるか。制震補強は暫定、高密度モニタリングがセットであることが前提では？
2) 減築：建物高さを変えることで建物周期を地盤周期から隔離。達磨落しなどの工法もある。面積減少。
3) 免震：途中階もしくは基礎階に免震層を入れることで建物周期を地盤周期から隔離。EV対応費用。
4) TMD：ヘリポートなどをTMDもしくはAMD化して応答低減。TMDの変位ストローク。
その他
1) 庁舎としての必要性能を先に定めるべき（当初建設費に対して補強予算の大小を考えては？）。
2) 兵庫県南部地震以前の設計：現場溶接部の信頼性、設計時は風重視、地震に対する意識度はどうか？
3) 搭状比の大きな形状の建物であり曲げ変形が卓越することによる問題は生じないか？
4) 構造被害の確認、2次部材・設備の損傷、ライフライン途絶、大振幅応答での居住者の精神状況、再使用に必要となる投入人員・資機材、続発する余震・誘発地震を考えると継続使用の判断は難しい？
5) 咲洲庁舎の使用不可は、西日本の中心庁舎として府民や四国・和歌山県民に対して問題はないか？ 
6) 南海トラフ巨大地震発生を前に咲洲庁舎の現状案はデュアル防災拠点として適性あると言えるか？
7) 阪神淡路大震災以降16年間、本庁舎の補強がされてこなかったことがそもそも問題では？
